
安
定
的
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
た
め
に

公
共
施
設
の
現
状
を
知
ろ
う

本
市
で
は
公
共
施
設
の
計
画
的
な

更
新
・
集
約
化
・
長
寿
命
化
な

ど
、
総
合
的
な
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
以
前
本
紙
に
て
、
市
の
公
共
施
設
に

係
る
建
て
替
え
・
改
修
問
題
を
お
知
ら

せ
し
ま
し
た
。
今
回
は
平
成
29
年
度
末

に
お
け
る
市
の
公
共
施
設
（
建
築
物
）

の
現
状
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▪
施
設
数・延
床
面
積
の
推
移

　

本
市
が
保
有
す
る
公
共
施
設
（
建

築
物
）
は
、
平
成
29
年
度
末
現
在
、

３
１
７
施
設
、
延
床
面
積
で
約
38
万
㎡

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
施
設
総
量
の
削
減
と
同
時
に
施
設
の

新
設
・
更
新
も
行
っ
て
い
る
た
め
、
田

原
市
公
共
施
設
白
書
で
整
理
し
た
時
に

比
べ
、
５
施
設
、
８
０
０
㎡
増
加
し
て

い
ま
す
。

▪
用
途
別
延
床
面
積

　
本
市
全
体
の
保
有
総
量
の
約
３
分
の

１
を
「
学
校
教
育
施
設
」
が
占
め
て
お

り
、
次
に
、「
公
営
住
宅
等
施
設
」
と

な
っ
て
い
ま
す
。

▪
維
持
管
理
費
、工
事・修
繕
費
の
状
況

（
平
成
29
年
度
）

　
公
共
施
設
の
維
持
管
理
、
更
新
な
ど

に
要
し
た
費
用
は
、
約
48
億
円
と
な
っ

て
お
り
、
そ
の
内
、「
児
童
福
祉
施
設
」

「
学
校
教
育
施
設
」
に
係
る
費
用
が
半

分
以
上
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
、公
共
施
設
の
現
状
を
踏

ま
え
、未
来
に
負
担
を
掛
け
な
い
行
政

運
営
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。皆
さ

ん
の
ご
理
解
、ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お

願
い
し
ま
す
。

▼
企
画
課
☎
23‐３
５
０
７

（㎡） （施設）
延床面積（㎡） 施設数

350,000

370,000

390,000

300

320

340

H24
年度末

312

H29
年度末

317

H28
年度末

316

H27
年度末

315

H26
年度末

313

H25
年度末

375,878 376,661379,617381,560381,561380,981

312

その他
施設
10.5%

庁舎等施設 6.8%
市民館等施設 4.3%
生涯学習施設 3.1%
文化施設 4.4%
体育施設
4.0%
児童福祉施設
6.4%
衛生施設
2.7%
保健福祉施設
3.8%
産業振興施設
1.7%

観光施設
1.6%消防施設 1.7%

公営住宅
等施設
16.3%

学校教育
施設
32.7%

１
０
０
５
８
５
７

公共施設とは 国や地方自治体（県や市町村など）が建設する施設。本市では市民館や学校、文化会館
などのいわゆる「ハコモノ」と呼ばれるものだけでなく、道路や橋・下水道などのイン
フラも含め公共施設と捉えています。

▲市役所 ▲文化ホール ▲図書館 ▲学校施設

出典：改定版田原市公共施設等総合管理計画

用途 維持管理費
（人件費含む） 工事・修繕費 計

庁舎等施設 160,539 13,300 173,839
市民館等施設 108,976 46,276 155,252
生涯学習施設 317,942 6,704 324,646
文化施設 151,086 11,753 162,839
体育施設 148,936 129,204 278,140
児童福祉施設 1,318,509 20,490 1,338,999
衛生施設 258,249 32,422 290,671
保健福祉施設 135,959 75,051 211,010
産業振興施設 99,327 3,304 102,631
観光施設 57,626 177,008 234,634
公営住宅等施設 53,343 88,938 142,281
消防施設 29,855 798 30,653
学校教育施設 901,661 255,394 1,157,055
その他施設 105,511 49,860 155,371
合計 3,847519 910,502 4,758,021

（単位：千円）
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